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！第１章基本計画の構成

第１節計画の役割

この基本計mliは、私たちがめざすまちの姿である「Ⅱ}会い.学びあい・文えあい、生き

る喜びを創るまち、枚ﾉﾉ」と、その実現のための1iL本１１標である「人と「1然が｣li化する環

境保全のまち」「やすらぎのなか、世・代をつないで住み続けるまち」「魅ﾉjにあふれ、生

き生きとしたまち」「健康で心豊かな自立と共生のまち」「ふれあい、学びあい、感動で

きるまち」「みんなでつくる分権・市民参加のまち」を定めた、平成27年度（2015年度）

を１１標年度とした雄よ榊想を受けて策定したものです。

この計画は、私たちがめざすまちの姿と６つの基本１１標を実現するための施策のﾉﾌﾞ向、

施策ロ標等を体系的、総合的に明らかにしています。また、［１J民、事業荷と行政がそれぞ

れの役割と責任を111いつつ、Milmllしてまちづくりを進めていくためのｌｌＩＭＩ(と｣'１１）組みの方

|('１を脂し示すとl11IllHに、本'|jにおける今後の行政迎'i;↑の」,L本119指針となる役|'}ＩをⅡ&たすも

のとなります。

そして、この施簸||標を達成するため、その時々の財政状Ud等を踏まえて施策の優先順

位を判断し、施策の手法、規模・内容、時期等を』し体化する、実現可能Ｉｿﾞkの商い行政行動

計画である実施計ｉ１１１ｉを策定し、事業の推進を回るものとします。

第２節計画の期匿

この計画は、平成22ｲﾄﾞ度（2010年度）までの10年i;'1111iとします。また、『汁illIijUI間の後期

となる平成17年度（2005年腱）において見直しと検証を行い、必要に応じて本iillmを改定

します。

第３節計画の構成

この計１ｍは「第１編総論｣、「第２編部門別計l1ili｣、「第３編重点プランとまちづく

り指標」からなります。

「節ｌ細総論」は、iillIlli全体にかかわるもので,ill1IIi策定の前提となるiｻ灸''１:について

糖Ｊ１Ⅱしています。

「第２編（'11ⅡⅡ()|｣,il･l11Ii」は、ノｉＬ本構想で定めた(〕つのJjL木１１標を柱としてIWhlitj策を体系

的、総合的に膿班したもので、各課題ごとに「基本ﾉjliil｣、「施策'1標｣、「収Ｉ)組みの方

向」を定めています。

「第３編露点プランとまちづくり指標」は、雄ｲ史構想で定めた６つの鵬/Ｉ其[1標を実現

するために、特に実現に向けて努ﾉ』すべき重点プランと、計ilUiの達成度合いを評llliするた

めに必要なまちづくりのｉｆ点的な指標を定めています、

フノ
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」 嚢第２章基本計画策定の前提

第１節本市の位置・沿革

本市は、北緯34度48分.東経135度39分、大阪府の北來部、淀川左岸に位般し、北は京

都府八幡市、東は京都府京[１１辺市、奈良県生駒市、南は大阪府寝屋川市、交野市、西は淀

川を挟んで大阪府高槻TIj、島本町と接しています。

市東部はｌ１昌駒山地から）)||｣丘陵に伸びる丘陵・111地地形をなし、西部は海抜10ｍ前後の

ｉ１Ｉｉ積低地で、中央の大部分は海抜20-50ｍの枚方台地が占めています。この枚方台地を、

船橋川、穂谷)||、天野１１１が南東から北西にIiMi切って淀ⅡIに流れ込んでいます。

本市は、古くは江戸時代、宿場町として、また、淀川舟運の中継港としてにぎわいをみ

せました。明治初期、桁駅制度の廃止によ})、－時、そのにぎわいは影をひそめましたが、

明治43年（1910年）淀川左岸に京阪電車が開通し、住宅地として発展する道が開けました。

戦前の枚方は、兵器製造のまちとして発展し、昭和13年（1938年）に枚方兵器製造所、

翌14年（1939年）には香[K火薬製造所が開設され、－大兵器生産地となりました。

戦後の枚方は昭和22j|苞（1947年）８月１日にlljlliUを施行し、その後、住宅IJI地、工業団

地の建設や市街地整Iilliなどの発展を経て、平成７ｲド（1995年）の国勢調査では人口40万人

を超える、府内でも４稀'1の都市へと成長しました。

＜枚方市の都市の変遷＞
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第２節人口の推移

【人口の推移】

本市の平成11年（]999年）１２Ｈ末'二1現在の人1コ・lltillf数は405,885人、150,3l31U:帯で、

過去の推移をみると、平成５年～平成６年（1994年～1995年）で若干の人口減少があった

ものの、平成10年（1998年）までは概ね微増傾lirljを続けてきました。しかし、、ﾄﾞ成11年度

において、再び人'１は將干減少しています。

また、平成１１年（1999ｲﾄﾞ）の世帯当たＩ)の人数は2.70人で、核家族化の進行などに伴い

減少が続いています。また、’'１滞の特徴としては、４人111自帯の割合が鑓も聞くなっていま

す。

人口・世帯数の推移 (単位：人・枇帯）

人１１
年次 １１ｔ;|ｉｆ数

総数 男 女

平成元年 3９１，６７５ 194660 l９７ｐｌＥ [２９．６８］

平成２年 3９１．９９５ 194,646 1９７１３４９ l３Ｌ４６３

平成３年 393,355 １９５．］８６ l９８１６Ｇ １３ａ６０８

平成４年 395.984 196.276 199,708 １３６J３６

平成５年 398.019 1９７．２９３ 2００７２６ [３８．４４５

平成６年 397,873 1９６．９４３ 200.930 1３９．７６５

平成７年 1０１，０９１ 1９８１６５ 2０２，９２６ 1４２．１７５

平成８年 402.903 1９８８４６ 204,057 ｜４４４５９

平成９年 '１０３，８２３ 1９９，１２９ 2０４６９４ [４６,'１２２

平成10年 406,524 2００，１７８ 206.346 [４８`９７８

平成11年 405.885 1９９．３７３ 2０６．５１２ [５０３１２

(資料：枚方市資料各年１２１１末、現在）

【人口動態】

昭和63年（1988年）～平成l]ｲド（1999年）の|'|然IIill態をみると、自然増の伽lidが続き、

平成11年（1999年）ではＬ853人の自然蝋となっています。同様に社会動態においては、

平成４年（1992年)、７ｲ1二（1995年)、１０年（1998`'２）を除いて社会減の傾『!]にあり、平成

11年（1999年）では2,733人の社会減となっています。

,３

年次
人’１

総数 男 女
１１L;|ｉｆ数

平成)６年 3９１，６７５ 194,660 197,015 1２９，６８１

平成２年 3９１，９９５ 194,646 197,349 [３１，'163

f､Ｉｚ成 年 393,355 １９５，］８６ 1９８，１６９ 1３３，６０８

平成 年 395,984 196,276199,708 1３６，１３６

平成 年 398,019 197,2932009726 138,445

1z成 年 397,873 196,943200,930 1３９，７６５

平成 年 /1０１，０９１ 198,165 2,9 142,.175

平成 年 402,903 198’８４６ 2041057 １４４，４５９

:､1乙成 年 ｲ0３，８２３ 199,129 204,694 lｲ１６,'１２２

平成 )年 406,524 2００，１７８ 206,346 148,978

平成11年 ４０５，８８５ 1９９，３７３ 206,5ﾕ２ 150,313
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人口動態 (単位：人）

'１然動態 社会動態

出生数 死亡数 ｢I然墹減 岻入数 転１Ｍ{数 社会増減

平成元年 ４０４７ 1，７５３ 2,294 21．ｌ５Ｃ 22,755 △Ｌ６０Ｅ

平成２年’３，８０９ Ｌ８４１ 1．９６８ 20,904 22,914 △２，０１０

平成３年 3,896 1，８２０ 2,076 20,895 2Ｌ９０７ △1,012

平成４年 1.843 20,7823,864 2,021 2０．５８９ 1９３

平成５年 1,9583,839 １，８８］ 2０．９９４ 21,135 △1４１

平成６年 3,978 1，９２３ 2.055 20,240１２２，９０２ △２，６６２

平成７年 ａ８６９ 2,082 1,787 23,418 22,3IＣ 1．１０８

平成８年 4,082 1,973 2，１０９ 21,452 22,250 △７９８

平成９年 3,957 2,107 Ｌ８５Ｃ 1９，８６３ 2１，４３１ △１，５６８

平成10年 4,178 2,066 2，１１２ 2０．５２５ 30520.220

平成11年’4.040 2,187 Ｌ８５３ 1８，４６６１２１１９９ △2,733

(資料：枚方Tl丁資料）

【年齢別人口】

年齢別の人口構成の推移をみると、１５歳末ililiの若年l轍割合が低下しています。平成７年

(1995年）におけるＴＩ丁の65歳以上の高齢者の割合は9.5％で、全国（14.6％)、人阪府（lＬ

9％）と比較すると低いものの、増加傾向にあり、，ｉ２Ｈ齢化が進んでいます。

100Ｗ80％４０％ ６０Ｗ0Ｗ 20Ｗ

(年）

昭和55年

■0～14歳

□１５～6.|歳

□65歳以卜
101,077 １７，５０７

(5.0%）
23,1.538（66.･'１)(1)

／ Ｉ
(28.6%】

９６，７７５ 262.690（68.7%〕 ２２＄６５２
（5.9%】

昭和60年

／ ／
(25.3%〕

176,6181 ２８，８１７
(7.4%】

平成２年 2８２９３８（72.9%）

／ ／
(１９．７%】

294.984（7/１．２%】 379513

（9.5%】
64’7441平成７年

(１６．３%〕

(箇料：国勢調査報告各年ＩＯｊＩｌ日現在）

2斗

出生数

ＩＨＩ然動態

死亡数 ＩｔＩ然墹減

社会動態

入数 転lM1数 社会増減

平成)６年 4,047 1,753 2,294 21,150 22,755 △1，６０５

平成２年 3,809 1,841 1,968 20,904 22,914 △2,010

平成 年 3,896 1,820 2,076 20,895 21907 △ＬＯ１２

平成 年 3,864 1,843 2,02］ 20,782 20.589 1９３

了Ｉｚ成 年 3,839 1,958 1，８８１ 20,994 21,］３５ △1４１

平成 年 3,978 Ｌ９２３ 2,055 20,24(〕 22,902 △２，６６２

平成 年 3,869 2,082 1,787 23,418 ,３１０ 1,108

､'だ成 年 4,082 1,973 2，１０９ 21,452 2２，２５０ △798

平成 年 3,957 2,107 1,850 1９，８６３ 2１，４３１ △１，５６８

平成 )年 4,178 2,066 2，１１２ 20,525 20,220 305

平成11年 4,040 2,187 1,853 1８，４６６ 21,199 △2,733

［ｏＨｏ７７ｌＭ 2Ｍ,Fi38（66.』I)Ii）

(28.6%）

／
’96,7751 262.690〈68.7%）

(25.3%）

176,61811 282,938（72.9%）

(19.7%）

／
'64,7`1４１294.984（7/1.2%）

(L6.3%）
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【産業別人口】

「i(|勢,澗査による平成７ｲ|：（1995ｺﾞﾄﾆ）のＴＩ丁民のTIT内外での産業別の就業:片1IiI合をみると、

鯛1次産業は070％と低く、第２次産業が32.81％、節３次産業が6`1.70％となっています。

それぞれの内訳をみると、箙１次産業では農業、節２次産業では製造業、節３次産業では

卸売・小売、飲食店やサービス業の占める割合が高くなっています。

産業分類別就業者数（15才以上）の推移

昭和60年 平成２年 ､|丘成７年

就業符数 就業瀞数 就業:片数

割合(％） 側合(％）産業大分類 人 割合(％）人 人

総数 1６４．７９５ 1７８．２９０ 1９３．４６７

第１次産業 1,576 ０９６ 1．３２４ 0．７４ 1.346 0.7Ｃ

農業 1，５５０ 0．９４ 1．３０４ 0．７３ １，３３５ 0．６９

林業 Ⅲ０ 0.0］ 1７ 0．０１ § 0.00

漁業 ０．００６ ６ 0.ＯＣ ３ 0.ＯＣ

策２次産業 59,257 3５．９６ 63,059 35.37 63,473 32.81

鉱業 2３ 0．０１ /１０ 0．０２ 3４ 0．０２

建設業 １２．７７７ ７．７F１ １４，２/１８ 7．９９ １７．０９１ 8．８３

製造業 ,８１s 4８．７７１4６．４５７ 2７．３５ 1６，３４８ 2３－９６

第３次産業 102,989 6２５０ 111,479 125,169 64.7Ｃ６２.闇１６

電気･ガス･熱供給 １，３０Ｃ 0．７９ ０．６８１，３１３ 0．７４ 1．３１８

･水道業

運輸・通偏業 9．８５７ 5．９８ 1０，４８８ 5－８８ 1１，５９１ 5－９９

卸売･小売業､飲食１１１１ 3９．６１５ 2４．０４ 1０，２２８ ２２５Ｇ ｗＬ７７１ ２３．Ｍ

金融・保険業 4．０９6．７４５ 7.585 4．２１５ ７．７５Ｃ 4．０１

不動産業 2.068 1．２５ 2．７１２ １．５２ 3.038 Ｌ５７

サービス業 3５．８８４ '１．７７ 4１．３１６ 2３．１７ 4９．１８８ 2５．４２

公務 7.52Ｃ 4．５６ 7.837 ４４０ 3.887．５１３

分類不能の産業 9鵬６ 0．５９１２．４２８ 1．３６ 3．．１７９ 1．８０

(資料：隣|勢調査報告各ｲ１２１()１１１１１現在）

ｺゴ

I1iH和60年

就業者数

平成２:fl皇

就業者数

､ﾄﾞ)jii7年

就業特数

産業大分類 人 割合(％） 人 割合(％） 人 ;!;Ｉ合(％）

総数 1６４，７９５ 178,290 193,467

第１次産業 1,576 0．９６ 1,324 ０．７４ 1,346 0．７０

農業 1５５０ 0．９４ 1，３０４ 0．７３ １，３３５ 0．６９

林業 2０ 0．０１ 1７ 0.01 ８ 0．００

漁業 ６ 0．００ ３ 0.00 ３ 0.00

第２次産業 59,257 35.96 63,059 35.37 6３，４７３ 32.81

鉱業 2３ 0．０１ '1０ 0.02 3/１ 0．０２

建設業 ]２，７７７ ７．７５ Ｍ’２/１８ 7．９９ 17,()９１ 8．８３

製造業 4６，４５７ .１９ 48,77］ 27.35 ,1６，３４８ 23.96

第３次産業 102,989 62警５０ 111,479 5３ 125,169 64.70

電気･ガス･熱供給

･水道業

1，３００ 0．７９ 1，３１３ 0．７４ 1，３１８ 0．６８

運輸・通偏業 9,857 5．９８ 1０，４８８ 5．８８ 1１，５９１ 5．９９

卸売･小売業､飲食店 3９．６１５ 2４．０４ /1０，２２８ 22.56 4ｲ|，７７１ 2３．１４

金融・保険業 6,745 4．０９ 7,585 ４． 7,750 4．０１

不動産業 2.068 1． 2.712 1． ３，０３８ Ｌ５７

サービス業 3５，８８４ .７７ 4１．３１６ 23.17 `1９．１８８

公務 7,520 ４．５６ 7,837 ４．４０ ７，５１３ 3．８８

分類不能の産業 973 0．５９ 2,428 1．３６ 3,479 １．８０
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第３節土地利用の状況

平成６年（1994年）のｆ地利用現況をみると、一般１１j街地の割合が最も問<、34.3％を

占め、次いで山林・原野が15.2％となっています。平成２年（1990年）～､「成６年（1994

年）の変化をみると、一般市街地、商業・業務地が蝋加傾向にあり、、畑や'１１林・原野、

工業地は減少しています。

上地利用の分布状況をみると市北部から西部にかけて一般市街地・集落地が大きく広が

っています。商業・業務地については京阪電鉄本線枚方市駅、樟葉駅周辺に集積していま

す。工業地については、’lj街地|人|に工業団地などが,'A(在しています。また、１j域來部には

山林が広がっています･

土地利用現況 (単位：％）

割合
北地利用

､１勺此２年 平成６年

一般市街地 3３．４ 3４３

集落地 4.8 4．８

商業・業務地 |，6 2．Ｃ

官公署 1．０ 1１

'二築地 7.8 7－７

公園。緑地等 ２Ｅ 3．２

学校 3.8 /1．１

Ｈ１畑 l３Ｃ1４．７

休耕地 0．１ 0．１

山林・原野 1８．２ lFi-2

水面 3．(〕 3．Ｃ

その他 ９１ lＬ５

(資料：枚方市資料）・蕊

２６

:1二地利用
割合

平成２年 平成６年

一般市街地 33.4 3４．３

集落地 4.8 ４．８

商業・業務地 ]、６ 2.0

1丁公署 1．０ 1．１

'二築地 7.8 7.7

公園。緑地等 2.5 3.2

学校 3.8 4.1

田畑 １４．７ 1３．０

休耕地 0．１ 0．１

１１１林・原野 1８．２ ﾕ５．２

水面 3.0 3.0

その他 9．１ l］．５



｢基本計i画」

第４節財政

〃

本市の主たる1M源である地方税は、昭和40年代以降、経済成長と人lI1ilhl1という「二

蔽の成長」に支えられ、非常に高い伸び率で増加してきました。昭和50ｲ|【（1975年)、

オイルショックによる11本経済の悪化により地方財政危機に直面しましたが、この時期

にあっても本市の地ﾉﾉ税は、前年度に比べ伸びています。

しかし、；ﾄﾞ成５年度（1993年度）になって初めて地〃税収人が前年度を「１１''1)、以降、

税収は景気の怒化や減税などの影響を受け、（'１１ぴ悩んでいます。その緒NL、、「成５ｲ|包度

（1993年度)、平成６年度（1994年度）には財源不足を補うために財政iilM幣雄金を取1）

崩して収支を均衡させましたが、平成７年度（1995年度）からは普通会計決算が赤字に

転落しています

個人・法人市民税等の推移

一一個人『l】氏悦

-昌一法人ilD民脱

ヨトェド纂所税

一ｘ－地方jlgIHIlJli交付鋤璽位千便
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(資料：枚ﾉﾉ11｢盗料）
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｢基本計画」

こうした状況からの脱却をめざし、本市では平成８年（1996年）l2jjに「枚〃市行政

改軟大綱」を定め、平成９年（1997年）５月には「行政改，Ilr推進実liIj,il1Illi｣、｜ｉＩ年10月

には「財政健全化,il･ｌ１１ｌｉ」を)iとめ、行財政全般にわたるll1WI的な改↓''１，:をjuiめてきました。

その結果、ｊｌｆ成９ｲ|§腿（1997年度）はわずかながら』|ﾕｲ|§度収支でﾉﾙ｛字を１１１.Ｉしました

が、平成１０年度（1998年度）になって特別減税の影響や、景気低迷等のためにさらに市

税収入が減少し、歳１１１の抑制でこれをカバーしきれなかったため、再び赤字が拡人しま

した｡普通会計決算は実質収支で約21億円の赤字となり、平成７年度（1995年腱）以降

４年連続赤字決算となっています。単年度収支も約３億５千万円の赤字で、財政状況の

悪化に更にhjrlｴがかかった結果となりました。

また、経常収支比辮は、平成10年度（1998年度）決算で99.1％となり、１Ｍ政榊造の硬

ｉｌｌｒ化が進行しました。

普通会計実質収支の推移

(百万円〕
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▲1500

▲2000

▲２．１０３
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平成 4年度５年度６年度７年度８年度9年度１０年度

(資料：枚力市資料）
経常収支比率の推移
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｢基本計画」

こうした1M政状Iij1dをｌ１１いた要因については、’二'(1の政策や府の財政懇化がiljlllJ付の財政

運営に影糾Ｉを'jえていることも事実ですが、よ1)'''1:接｢１０には、本Iljの税収が、１２成４年

度から､|と成１０年皮までの|Ｈ１で2.2％と極めて低い｛lllぴにとどまっている)又'|[i、枚１１}では、

人件費・扶LUY1,|・公(L'ｉ１Ｉｉをはじめとした経常的に必災とされる経11が18.2％(lllぴている

ことによるものであり、経済環境や社会状況がﾉ<きく変化してきたことに対して、歳出

構造の抜本的な兄山し紫が、必ずしも十分といえなかったことによります、

そこで、平成13年度（2001年度）に単年度黒字への転換を回り、それ以降の財政健全

化に道筋をつけるため、平成11年（1999年）１２１]には、計UI1i期間内に実施すべき対応策

の砿点化・明Imlii化・I1Lj91化をめざした「財政Iii:建緊急対応策」をまとめ、人件費の抑制

・効率的事業執行・施策蝉の再構築による歳(1)削減対策や、徴収率の|ｲﾘﾋによるIIj税収

入の確保・他１１１科等の週11ﾐ化による歳入確保対策によ')、財政健全化を進めているとこ

ろです。

〃歴ZZnZ2E週Zｸと皀蟹ZZ彦i画l蟹

本市における今後の歳入の推移については、これまでのような将来的に人１１の増加と

経済の成長による「：｢１１の成艮」が税収に期待できないことから、IJi1と地ﾉﾉの税財源1W|」

分の構造'19改,'''1百がなされない限Ｉ)、大きなIlllび率での1iii収を見通すことは林IiIlです。

今後のIlj税収としては、Iliil人市民税におけるﾉ１１)>値ｲl2ili6人'1の1'i1少による１１[税ﾉjの低トー

や、リ|き続きｒ想される地Illliの下落によるli1rl走査))ｉｆ税のＩＩｌ１ぴ悩みなどが〕うillIされます。

今後、安定した税収Ｗｆ造を確保していくためには、他の11治体とともにｌＩｉ１に税財源の

移譲を求めつつ、勤労１１t代にとって魅力的なまちづくl)を進めるとともに、地域経済の

活性化をめざし、既存嶬業に対する支援とともに、サービス産業など地域に根ざした産

業や、高度な技術ノル情搬ﾉﾉを持った新たな産業の育成が重要です。

同時に、’''１ぴない税収の下でも、市民のニーズに､Iした必要性の商い政策iillL題に柔軟

に対応できる行１Ｍ･政体質の確立が重要であ{)、行政役割を絶えず兄111〔し、llj場機能の活

用を図るなかで行政をスリム化し、↑]二政評価によりサービス水準の|(リヒと災lliすべき事

業選択の適正化を進めることが必要です：

ﾌ‘



｢基本計画」

第５節前基本計画の成果と課題

第３次総合計画第２卯,§木計l1l1iは、第３次総合,ihllIiの将来,像である「緑と文化を育む、

人と人とのふれあいのあるまち、枚方」を実現するため、６つの施策大綱に澱づく諸施策

を総合的な観点に立って、体系的に明らかにしたものでした。そして、基本計1Ｉ１１ｉで示され

た方向や施策を実現するための具体的な計画である実施計画を策定し、総合的・計ilHT的な

行政を推進し、施策の実現を図ってきました。

第４次総合計辿i基本計ll11iの策定にあたって、前悲本i汁imにおける主な取り組みを６つの

施策大綱ごとに概括します。

〕（ ｌ豊かな緑とうるおいのあるまちづくり

□自然の保全等

市域における緑被率の変遷は、昭和40年（1965年）で83.3％、昭和50年（1975年）

で52.1％、昭和59ｲ1２（1984年）で41.1％でしたが、平成９年（]997年）では34.1％と

減少しており、緑のiili失に歯止めをかけることはできませんでした。特に、東部地域

等の残された｢|然をいかに今後のまちづくりのなかで4zかすかが課題であり、里11｣の

保全を進める必要があります。

。公園緑地の現況

公園緑地（国営淀川河川公園、府営１１１田他公lililを含む｡）の現況（平成12年（2000

年）３月現在）は、２]４カ所で、総面積は166.30haです。前基本計illji期間内において、

出１１ふれあい公|*|や'↑:''１束公園養父元町公ljlil、堂ノ背公園等を開設した結果、市民

１人当たり公園而祇は、平成４年度（1992ｺﾞﾄﾞ度）未現在、3.15,fであったものが、平

成10年度（1998ｲ'２度）末現在で3.92㎡に拡大しました。なお、全国平均は7.70㎡、大

阪府平均は5.20㎡であり、;|き続き整備が必要です。

□緑化の推進

市域の公共公益施設及び民有地の緑化を推進し、豊かな緑とうるおいのあるまちづ

く()に寄与することを1=Ｉ的に、平成９年（1997年）１０月に財団法人枚力1j公園緑化協

会を設立しました。

また、平成11年（1999年）３月、部ＴＩ丁緑地保全法に基づき、緑豊かで美しく、快適

な都市環境の形成を似|るため、緑の保全・緑化に関する誘導、整備等のi;;|f施策を展開

することをめざして､｢緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計iIii(緑の推本計画)」

を策定しました。

ﾖｲﾌ



｢基本計画」

□都市景観の保全

枚方らしいIjliiiMを大切にしながら、枚方のまちをさらに美しく魅ﾉjあるものとする

ために、典ﾄﾞ成１０ｲ|：（1998年）１０月枚方Tl了都~lljjjljliM1l珍成要綱をIliUだしました。

屋外広告物法、大阪府屋外広告物条例等にｊｌＩきづき、ULl係機関のｲ'１ﾉ':棚ﾉ｣のもと、ま

ちの美観や風致を維持し、交通・通行の安全をＷＩｌｉ保するⅡ的で、枚〃11jｲ《法屋外広告

物等対策協議会を平成10年（1998年）１１月に設立しました。

歴史的紫観の保全・盤備への具体的な取り組みとして、平成８年（1996年）８月に

は「歴史街道整備プラン」を策定し、これとiit行して、｜日京街道枚〃宿地区において

地元｢1治会やⅡM係ﾄ11体の代表詩による「まちづくり研究会」が結成され、活動を続け

てきましたが、、「成12ｲド（2000年）６１]、地元がｉｉ体となったまちづくりの推進母体

である枚方宿地区まちづく１)協議会が設立されるに長1)ました。

'

」２平和でふれあいのあるまちづくり

．非核平和の推進

本市は、l1iH和57ｲ|：（1982年）大阪府内各市に先駆けて「非核､12ﾎﾟⅡlilllIn÷1:言」を行い

ました。また、１１({ｲⅡ小|年（1939年）３月１１１、llll蛎jlKの禁野火薬１１|(が)』1発し、大きな

被害を1｣)しましたが、その３１」１１|を｜~平「'1の||」とし、体験を語1)継ぎ、次Ⅱ|:代へ

戦争の悲惨さや平ｲ11の大切さを伝えるための'1雛を行ってきました。、|[成７ｲIを（1995

年）には戦後50l1ilｲ|&を記念して各種平和啓発li業を開催し、、「成10年（1998年）３月

には、市制施行50周年を記念して岡東中央公ljlilにWl1の鐘「カリヨン」をi没世しまし

た。

．国際化の推進

市内の外[11人登録者数の動向は、平成２ｲ1皇（'990年）３月に2,257約でしたが、平

成ｎ年（1999年）３月には3,871名と約70％の増加をみせています。

平成７年（1995ｲﾄﾞ）３月にオーストラリアのローガン市と友好都７１丁提携を行いまし

た。

こうしたなかで、市内在住の外国人の生活支援及び市民参加の国際交流を推進して

いくための中核的な組織として、平成７年（1995年）１２月に財研法人枚方市国際交流

協会を設立しました。

また、１Ｍｲ|;、伝1;化基や百済寺跡との関係でiIMtlI【|の霊岩郡や狭余1111とIljllM1jj体によ

るTl7LG交流ﾘﾄﾞ難が進められていますが、今後、行政がどのような形で文援できるのか

検討する必要があります。

ゴノ



｢基本計画」

□人権擁護

枚方市がさらに人椛のWii立をめざし、すべての人々の人権が守られる、人に優しい

まちづくりを進めていくよう、１f成５年（1993{'２）１２月、人権尊重都TI丁宣言をしまし

た。

行政への市民参ﾉﾘⅡと｢１丁民のプライバシー保護を1]的として、平成９年（1997年）１２

Mに個人情報保護条例・情報公開条例を制定し、平成10年（1998年）１０J]から施行し

ています。

□女性施策の推進

平成４年（1992年）１１月開設の枚方勤労稀総合ｉ１ｉｉ祉センター（メセナひらかた）に

おいて各種111談事業等を実施しています。

平成元年（1989ｲﾄﾞ）策定の「枚方市女性施策行動計画」は、平成８年（1996ｲ1二）に

改訂を行い、同計lmiに雑づき、審議会の女性委員比率の向上（平成12年（2000年）３

月末現在27％）等、男女共同社会の形成に向けて各種施策を推進しました。

また、女性問題を調在・研究するため、名分1111のおよそ100名の市民から聞き取り

調在を行い、女IflHに拠点を当てた明治以降の「枚方の女性史.伝えたい想い」を平成

９年（1997年）３）Iに発刊しました。

平成11年（]999jlﾐ）６)]に「男女共同参ll1i社会韮本法」が成立したことに'''2い、、ｌｚ

成13年（2001年）３川にﾘ)女共同参画計而を策定しました。今後、計画に雑づいてり）

女共同参画社会形成を進める施策の推進を図ろ必要があります。

□地域自治活動

地域自治活動の拠点整備のため、平成５年（1993年）より小学校の余裕教室を校区

集会室として整備しており、平成12年（2000<'２）３月木現在、１４校区において地域柄

動等に利用されています。

□国内友好都市・市民交流都市との交流

菊を通じて十数年来の交流を続けてきた沖純県名護市との間で､平成９年(1997年）

７月に友好都市提携を行いましたが、これで風|ﾉﾘ友好都市は高知県中村iIj、北海道別

海町、香川県塩江''１Jと合わせて４都市にな1)ました。

また、市民間の交流が行われてきた北海道大滝村（経済交流）・奈良県天川村（七

夕伝説交流）．長l1liiU,↓波佐見'１１J（くらわんか交流）との間で、行政がII1lllniから交流を

支援するため、平成[1年（1999年）７川にＴＩ丁比交流祁市宣言を行いました。

平成10年（1998年）11月に枚刀市文化観光協会を設立しましたが、今後、より多く

の市民が参加して友好・市民交流が進めることができるような体制整備が望まれます＠

３２



｢基本計画’

）[ ３ゆとりのある教育と市民文化の創造をめざすまちづくり
､

□教育問題への取り組み・教育内容の充実

枚方市立学校Iililの教育の向上発展を図ろために設置された教育問題Tl7LC懇談会から

平成10年（1998年）３月に提言が出されたことを受けて、通知表の改善等、提言の具

体化に向けた取り組みを進めています。

教育内容の充実については、国際理解教育に|<jjけて平成６年度（1994年度）より英

語指導助手（ＡＥＴ）を全'１１学校に派遣するとともに、情報化教育に向けて平成10年

度（1998年度）よI)小学校にパソコン設置を進め、、「成12年度（2000年度）に今小学

校に設置を完了する予雄です。

□教育相談・不登校対策

平成11年（1999年）度の文部省、学校基本調秀で年間30日以上欠席した不登校の小

中学生が全国で13万人以上いることが分かりました。中学校では、クラスにほぼ1人

という割合になります。本市では、いじめ・非行・不蜑校問題等の課題に対処するた

め、教職員の資Iirli1j｣二や学校園の活性化を|叉|るとともに、「心の教育」機能を充実す

るため、すべての'|'学校に「心の教室」を】終I1lliしました。

また、平成７Ｊl畠度（1995年度）に教育文化センター内に適応指導教室「ルポ」を設

置し、不登校ｿj堂・生徒の受け入れ及び訪IMI脂導を実施しています。

□学校施設の改修

本市は、昭和40年代の人１１急増期に多くの`γ:枝を建設しました。これらの施設が老

朽化したため、各校の耐震診断と大規模改修を征ｲlzl枝を目処に計uli｢'9に取1)組んで

きました。引き続き、学校施設の改修を計iilIill9に進める必要があります。

□学校規模等適正化

児童・生徒数の減少が続いており、その影粋はさまざまな形で現れています。その

ため、平成10年（1998年）７月に学校規模等適正化審議会を設置し、検討を頂いた結

果、平成11年（1999年）６月に答申を頂き、その趣旨を尊重して、平成12年(2000年）

４月に北牧野小学:枝を牧野小学校に、村野小学校を川越小学校と桜丘小学校に統合す

るなどの学校規模等適正化に取})組みました。リ|き続き、学校統合や通学区域の変更

等について検討する必要があります。

ｲｮ
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□生涯学習の墓盤整備

市民の生涯端習の場と機会を保障し学習活11M1を文援するため、平成７年（1995年）

１０月、教育文化センターに「高齢評生きがいiiiⅢ造学園」を開設しました。

また、市民の多様化・高度化する学習ニーズに応えるため、昭和61年度(1986年度）

から実施してきた市民大学講座を、平成11年度（'999年度）から市内６大学の協力を

得て実施できるよう充実しました。今後、より多くの市民のニーズに応えられるよう

講座内容等の充実をlX1る必要があります。

□社会教育施設の整備

平成９年（1997f|【）１月に管原社会教育施設（公民館・図書館分館（移転)）が開

設しました。現在、南部地域における｢け民活動の拠点となる（仮称）南部1j氏センタ
巌

一の建設に向け、施設内容等について市民参力１１によるワークショップ方式で検討して

います。

□留守家庭児童会宰の整備

昭和40年代に建設したf評守家庭児童会掌が老朽化したため、必要に応じて順次建て

替えを行っています。また、近年では余裕教室を活用した取り組.みも始めています。

□市民文化の振興

演劇・音楽・演芸等の活動・発表の拠点施設として主要施策に位置づけていた（仮

称）総合文化会館の建設については、今ロの厳しい財政状況等から基本設計を兄直さ
製

ざるを得ない状況にあり、今後、PFI事業化lこより総合文化施設整備を実現するため

の取り組みを進めています。

また、|ﾛ枚方宿を全1玉Ｉ的に発信するための施設として、旧京街道沿いに残る｢鍵屋」

の主屋を保存修理し、枚〃宿鍵屋資料館として盤備を進めています。ル1京街道・枚力

宿が歴史街道モデル'１業の指定を受けていることから、今後、舟運の復活等観光資源

の開発を積極的に進める必要があります。

□スポーツ施設の整備

渚地域体育館の建設計画は渚処理場関連施設雛備の一つとして進められ、平成10年

（1998年）３月に淵TIT民体育館として開館しました。現在、財団法人枚方体育協会に

より管理運営されています。

□第５２回国民体育大会の開催

平成９年（1997年）に開催された第521771国民体育大会（愛称「なみはや国体｣）に

ついて、本市では９月の夏季大会では淀川を会場としてカヌー競技が、また、１０月の

秋季大会では市立総合体育館で少年男子６人制バレーボール競技が開催されました。
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（ ４健康で生きがいのあるまちづくり」

□敬老金の廃止と24時間在宅介護の実施

１上成６ｲ|§度（1994ｉ'二皮）に、それまで70歳以上の｢h民にｲﾘ:ｲ'2文給してきた敬老余を

廃止し、要援継,(i齢考施策及び生きがい施策、健康施策を充実することとしました。

□ひらかた高齢者保健福祉計画21の策定

高齢料の保健柵社プランを総合的に推進するため、老人保健法及び老人福祉法に基

づき策定した,<5齢粁保健福祉計画と介護保険法に基づく介護保険事業,iI1IIliを合体させ

た「ひらかた商齢者保健福祉計画21」を平成12年（2000年）に策定し、介護サービス

の見込み逓寸確保のための方策、事業費見込み等を明確にしました。

□介護保険制度の施行

介護を社会全体で文えあう介護保険制度が平成12年（2000年）４）jから始まりまし

た。このiliI度により、介護が必要な高齢肴に対する介護サービスは緋iijtから、利用稀

の選択により総合的に受けられるものへと転換し、今後、制度の１１１１什な述llIが求めら

れています。

□障害者基本計画の策定

１乏成８ｲ1を（1996ｲ１２）１０１１に障害群離水計画を策定し、ホームヘルプサービス、ガイ

ドへルプサービス、グループホーム等について､１２成14年度（20()2年度）を||標年度と

したⅡ標Ill1iを定め、整備促進を図っています。

ロ枚方市立総合福祉会館「ラポールひらかた」の開設

高齢者や障害行の地域での｢1立に向けた活動拠点として、、Iz成]０年（1998年）８月、

デイサービスセンターや温水ブール等を有する総合福祉会館「ラポールひらかた」を

開設しました。

□母子保健事業の実施

ｌﾘ:子`保健:j{業は、大阪府よ()移管を受けて平成９年（1997年）４１]から実施してい

ますが、妊娠から就学に至るまでの母子の健診、'健康管理・1(1談、他L|(指導等の母子

保健体iliUを確立し、トータルな保健事業の推進を図ることができるようになりました。

□救急異常事象への対応

平成８年（'996年）の夏、病原性人腸菌O157による感染想粁が全|](１１１９に発生し、

死亡群を||}す?|#態にまで拡大しましたが、本市でも20数名の山朽が}'１ました。このこ

とを契機に、保健所など関係機関との間で連絡体制を終Ｉ)||iしました。

､箔
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．子ども育成計画

平成１０年（I998jl2）３月に「枚〃市子ども育成,illll｣i」を策定し、‐ｆどもに|則する施

策の推進を図っています。

■病児保育の拡大

平成10年（1998年）４月に北部地域に病児保育室（民間）が設置され、枚ﾉﾌﾞ市民病

院敷地内（市立）及び香里団地内（民間）と合わせ、３か所の保育室で利川者の利便

を図っています。

□地域子育て支援センター事業の実施

子育て支援センター4｢業(平成９年度(1997年皮)までは、わんぱくプラザという｡）

は、私立`保育所311Mで実施してきましたが、平成12年度（2000年度）から公立`保育所

３園でも位置づけ、躯業の拡充を図りました。

□子ども議会の実施

子ども議会は、平成９ｲ|星度（1997年度）のTITIljUl

ましたが、その後、征年８nに実施されていますｃ

のTInljU施行50周年記念事業として始められ

３６
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、

５安全で１１央適な生活環境をめざすまちづくり
ノ（

ロ枚方市駅周辺地域の整備促進
蕪

枚方市駅周辺地区は、前基本計iHjiにおいて、まちづくＩ)リーディングプラン・ｃｃ

スクェア21として位置づけられており、この構想を具体化するため住宅市街地整備総

合支援事業の取り組みを進めてきました。平成10年（1998年）６mに関西医科大学が

クラポウＴ:場跡地に大学及び第３次救命救急センターを含む病院の建設計画を表明し

たことにより、今後、都｢|j計画マスタープラン等本市の計画との整合を図るとともに、

大阪府をはじめ関係機関と協議を進めていかなければなりません。新基本計両におい

ても重要な事業として位置づけるとともに、駅北口周辺地区の繋術構想についても検

討する必要があります。

．駅前周辺の整備

京阪及びＪＲの駅前広場は、鉄道と他の交通手段との結節点であ１１、街の顔として

の美観、都市機能や生活環境の向上を図る観点から整備促進を図ってきました。特に、

歩行者の安全確保が課題であった、光善寺駅周辺繋備事業は、橋上駅舎と一体となっ

た横断施設が平成１０年度（1998年度）に完成しました。

御殿山駅前広場は、駅前広場機能としては完成し、すでに供用しています。枚方公

園（東口）及び津'１１駅前広場についても同様です。都市計画決定がなされているもの

の整備がなされていない駅前広場は、牧野駅や村野駅などがあり、今後の課題となっ

ています。また、今後、牧野駅や長尾駅については、大阪府など関係機関との協議を

進め、－ロも早く事業化に向けて取(O組まなければなりません。

□生産緑地

市街化区域内の農地に関しては、その積極的な活用により住宅・宅地供給の促進が

求められるなか、平成３年（1991年）には、総合的な土地対策の一環として生産緑地

制度が大lllFiに見直されました。本市においても、良好な都市環境の形成などに役立つ

農地を計画的に保全すべ〈、当該市街化区域内の農地の約４割（面積化）を生産緑地

に指定しました。

平成８年度（1996年度）には、農と住の調和した秩序あるまちづくりの推進を目的

として、「緑住まちづくり支援事業実施計画策定調査｜を実施しました。

■住宅

居住水準の向上と住環境の改善を図るため、市営住宅の建て替えを実施してきまし

たが、津、北町２号住宅が平成９年（1997年）１０月に完成しました.

現在、老朽化した府営住宅や公団住宅等の建て替えも進められていますが、その際

には大阪府福祉のまちづくり条例に基づき、高齢者や障害者が生活しやすいという観

点から指導・誘導が行われています。

ﾗﾌ
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□環境基本条例等の制定

平成５ｲ1：（1993ｲ|畠）l0jj、枚方市環境影劉ｉｉｉｌＺＩｌｌｌｉ条例を施行し、｜)'１発行胸等を実施す

るにあたって),'il辺の｣蝋｣党にどのような影響を及ぼすかについて、１１｢|iiiにＪＷｉ骨、予測及

び評価するとともにその結果を公表し、地域住比等の意見を聴き、環脆ＩＩ１Ｌ全に配慮す

ることにより、環境汚染を未然に防止する制度を１Ｍ:立しました。〉|上成１２年（2000年）

３月ｲﾐまでに、３件のJli:業について本条例に蕪づく取り扱いを完「しました。

平成５年（1993年)、環境基本法が制定され、良好な環境の享受と継承、地球環境

保全の推進、環境への負荷が少ない持続的発展が可能な社会の榊築などが今日の環境

政策の基本理念として明らかにされました。木IlJにおいても、市民、！』業者の参加、

協働のもと良好な環境の保全と創造を|灰|るため、本11j域における環境政策のjjE本的方

向を定めた環境韮本条Iｸﾘを平成10年（1998年）′１１１に施行しました。現在、条例の理

念の実現に向け、環境施策を総合的、計画的に推進するため、環境基本計画の策定を

進めています。

□ごみの減量化とリサイクルの推進

イに｢１丁では、穂谷川ｉｉｌｉ掃工場の焼却処理能力が限界に達していることから、今後１０年

|ｌｌｊで焼却ごみを)|《ilkすることを目標に、発/'１抑IliU、I1j便1Ⅱ、．｢lLj生利111を｣,ｕxとして、

全Tl丁的な「ごみilljlMIl:作Iiilb」を展開しています。

Ｔｌ丁比のごみ分111Ⅱ激i棚を商めることをＬＩ的として、、「成lOilミ（199Ｍ：）［0)jから一般

ごみのごみ袋の透1ﾘ１．１｣1色半透明化を実施しました。平成11年（1999ｲﾄﾞ）３Ⅱからは

粗ごみステーションを廃止し、電話申込みによる）r別収集に変更しました。また、小

学校区ごとに｢1丁民10人穏度の廃棄物減量等推進員を選任し、市民に理解と協力を求め

ています。

リサイクルの推進では、再生資源集団回収の促進やペットポトルの拠点liT1収を進め

てきています。今後とも、行政・市民・事業将が一体となってごみ減M:に取り組む必

要があります。

。公害対策について

公害の監視体IliUとして、工場等の排水測定、地下水概況等の各種調在、河川水質調

査、環境騒音測定や、市内６局の大気観測局による大気常時監視の他、ダイオキシン

類の環境調在等を行っています。

これらの環境''１k祝や工場・事業所等に対する各祁公害規制によ{〕、４XIljの公害の状
溌

Udは全般119には改ｲ'ﾄﾞされてきたものの、河１１１の水厩等については、依然BlU麺if準を超

える状ﾙdにあります。

そこで、ｉｉ１ＩⅡ|の水lii汚濁の低減を図るため、」u域｢1治会の協力を｛IILて、」山城生活排

水対策学習会を|)''''1&し、家庭でできるfkiiIi排水対策への協力を呼びかけています。

また、平成５ｲﾄﾞ度（1993年度）から地下水淵水屑の把握のため、データの収集・解

析を進め、平成７年度（1995年度）には一定の成果を得るとともに、腱薬、有機塩素

化合物の測定や、新たな監視項目に対応するため、分析機器を導入し、監視体制の強

化を進めています。

３月
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コダイオキシン類等の監視

平成９flH（1997ｲﾄﾞ）６１１に環境庁が公表したダイオキシン類の環境ｉｌＩＩ定結采が、環

境庁の示す〕１職Ｉ１Ｉｌｌ１〔を｣lidえたことを受けて、Ｔｌ丁独｢|で人気及び土壌のモニタリング調布

を実施しましたが、今後も引き続き監視を行う必要があI〕ます゜

．防災と危機管理

平成７年（1995ｲﾄﾞ）１月１７日に起きた阪71'１・淡路大震災を契機として危;機管理体制

と防災意識の商揚に努めてきました。直下型地震の被害想定を行い、、１２成９年度（19

97年度）末までに地域防災計画の見直しを行い、iIj民及び職員向けの１１}｢･を作成しま

した。また、北河Iﾉﾘ６Ｔｌ丁や近隣市等と災害相互応援|jⅡ定の締結、消防ﾉﾉの期強、備蓄

倉庫の整備推進、iliil震性貯水槽等の設置を進めてきました。

引き続き、何がどのような形で起きるか分からない「危機」に対する認識・情報収

集,体制・対応策等の管]''1について検討する必要があります。

□道路の整備

第三京阪道|略は、Ｗｉｌｌ府側より国道307号まで､「成川年度（2002年腿）木の完成を

||標に工1Ｉが進められています。このため、アクセス道路となる枚〃１Ｍ§阪級、枚ﾉj東

部線（府）のIilEIIlliが急がれます。

第二名ﾈＩＩ１ｌ`|動｣|』道は、、「成１０年（199811ｴ）１２)｣に建設省より’'水jdi路公'’１１に施行命

令が出され、、「成12ｲ'１（2000年）８月から測埜調在が行われています。今後とも、沿

線地域の環境対策や｢|j民生活等に配慮し安全で快適な道路となるよう要望していく必

妥があります。

市内の幹線道路では、楠葉中宮線、枚方藤阪線、長尾春日線、牧野長尾線、穂谷狭

戸線についてｌ１１ｒｉ次整備を進めています。地域の1k活道路では、通行の安全や地域の特

性を生かした糖I111iを進めていますが、めいわく駐ｉｌｔや放置｢|動単の対策が依然として

課題となっています、

」駐車場案内システムの整備

駐車場の霊満状況をドライバーに知らせ、効率的な駐車場の利用を促すとともに、

道路交通の円滑化、利、若の利便向上、中心ＴＩ丁街地の活性化をめざして、駐単場案内

システムを､「成１０年（1998ｲﾄﾞ）４月から稼働させました。

□公共交通機関の充実

京阪特急の枚刀lljl1i)l惇11〔が、平成９年（1997年）３）jから、平'1のラッシュ時の２

時間帯で６本にＭＷ実1Mしました。さらに、平成１２年（2000年）７１]から８イミに増便

されました。

都市環境の保全・省エネの観点からバス交通への転換が求められていますが、その

ためにはバスの定時性のWii`保やバスサービス空、地域の解消等について検討･する必袈

があります。
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□高度浄水処理施設の建設

より安全で良質な水をつくるため、新たな処H1'１（オゾン処理）を加えた,｢５度処理施

設の整備を進めてきましたが、平成１０年（1998ｲﾄﾞ）］0月から市内全域に皿水していま

す。

■公共下水道の整備

平成11年度（1999年度）末の処理区域面積は2,451ヘクタール（全体計ilW而積は5,1

73ヘクタール）ですが、人ｎ普及率は約73.1％です。平成１２年度（2000年度）の目標

75％はほぼ達成（平成12年６月１日では74.7％）したといえます。今後、リ|き続いて

公共下水道の整Iilliを進めるとともに、大阪I1Wilf処]i111場の処理能力のlfl上を要望してい

く必要があります。

下水道事業が効采を上げるためには水洗化の促進を図る必要があI）ますが、平成１１

年度（1999年度）末の水洗化率は91.2％でした。

雨水対策では、浸水解消を図るために、黒lll1ll雨水支線及び各地区排水路の整備を

行っています。

また、水に親しむ熾観水路事業として｢水TUill1Ill1li｣の建設を平成５年度(1993年度）

から実施しており、平成８年度（1996年度）に桜'１|]地区の一部で供用Milillfiし、現在で

は、桜111J地区及び()|力１１賀西l1IJ地区の一部まで供Ⅲ開始しています。

□河川環境整備

淀川河川公|霜|は、平成９年（1997年）開催の|藝|体にあわせ芝生公園

一・噴水広場等が整備され、市民の憩いの場として利用されています。

1Ⅱの天野川と穂谷川は、大阪府により環境雌|)11iが進められています。
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｢基本計画」

( ！６活力のあるまちづくり

□農業振興

農業振興地域である穂谷地区で、平成６年度（1994年度）までに24haのlrhil場整備

を行い、あわせて土地改良やため池整備、換地、集落道整備を進めました。

□農業と市民の交流

農業施設,磯能に加え、市民が水と緑にふれあう場所として、津田地蔵池を整備し、

平成９年（1997年）４月に「オアシス共園」を開設しました。

また、市民に収穫の喜びを体験してもらうために市民農園事業やふれあいツアーを

実施しています。特に、市民農園事業については、平成９年（1997年）１０月より、農

協のふれあい農園と本市の市民農|堂|を合併し、現在、２９カ所で982区画、22,728㎡と

なっています。

また、低農薬で環境負荷の低いレンゲを活用した米栽培を促進するため、平成11年

度（1999年度）からレンゲ栽培米生産支援事業を開始し、参加農家数95)｢、栽培面積

約25haとなりました。

今後、生産者と消費者の交流促進の視点から市内農作物を市lﾉVで消費するシステム

を構築することが必要です。

□産業振興

激動する経済情勢のなかで、本市の産業を活性化するために、今後の社会動向や市

域周辺の整備状況を展望したうえで、本市経済の将来像や問題点の解決策を示す産業

振興ビジョンを平成７年（1995年）３月に策定しました。

□工業

工業の分野では、市内の工業は中小企業が中心となっていることから、景気に左右

されない企業体質の強化に向けて支援を進めていく必要があります。

□商業・サービス業

商業の分野では、国内友好都市の物産を積極的に流通するため、市内商業店舗等に

おける販売ルートを拡大するとともに、各市合同による物産歴を開催しています。

今後、市内の空き店舗対策や中心市街地の活性化を進めるとともに、既存の商店街

についても商業機能の集積・活I性化に向けて具体的な方策を進めていく必要がありま

す。

ｷﾞノ



｢基本計画」

□観光

ＴＩ丁内のiiM光盗ilj〔をＷ発し[しし有効に活用していくため、平成９年（1997ｲ1：）には市|ﾉﾘ

の観光ルート（10ルート）をまとめたパンフレット「|ﾉL1季のプロムナード」を発行し

ました。

また、本I1jのIii1,1光施策を総合的に推進するため、平成10年（1998年）１１１１には文化

観光協会を設立しました。

今後、平成13年(2001年)に予定している枚力宿資料館の開設にあわせ､枚方の｢顔」

となる枚方Tlj駅)iM辺の集客機能を高めることを'１』心に観光施策を進めていく必要があ

ります。

□勤労者施策

勤労者福祉の分野では、中小企業退職金共済制度等掛金助成を開始しました。
巧曰

また、学生の就業体験を図るため、インターンシップ制度の実施や、失業者の生活

再建支援事業や就労支援のためパソコン講座等を開催しています。

□消費生活

洲IIi生ｉｉ１ｉの分11!];では、ＩＦ和55ｲド（1980年）｜lll設のil1j費ﾉﾋ活センターを拠点に、消費

者IjlL談や学科機会の充実を図Ｉ)ました。

また、石11iii普及Ｉ#業の継続やグリーンコンシューマー活動の取り組みなど、消費生

活における環境MH題へのアプローチについても支援を進めています。

●市制施行50周年記念事業の実施

昭和22年（1947年）の市制施行から50年が経過したなかで、市民とともにこれを祝

い、本市の２１世紀に向けたまちづくりをともに考えることをＦ１的に、ＴＩｊ制施行50周年

記念事業として平成９年度（1997年度）に各種イベント等を開催しました。

綾地域'情報化計画の策定

市民ニーズの,１１jい防災・医療・教育などの施簸等、地域情報化を体系的に推進して

いくため、、ﾄﾞＩＩｌｉｉ９ｲ'１（1997年）９月に「枚〃11J地域lml1ijlilii化計llI1i」を錐)こしました。

また、平成12ｲ|：（2000年）３月には郵政櫛よりテレトピア地域脂疋を受け、」l山城情

報化を積極的に１１f逃していく条件整備を進めています。

今後、リ|き続きTl丁民が必要とする行政情報などをたやすく手に入れることができ、

行政組織の商腫化・スリム化を図るための情報基溌を整備することが必妥です。

\２



Ⅱ基本計画一

囮ＦＭコミュニティ放送局の開設

災害など緊急・非常事態時の広報手段として、また、地域文化．経済の発展に寄与

するためＦＭコミュニティ放送局として、エフエムひらかた（きくエフエム）を平成

９年（1997年）１月に開局しました。

団地方分権の推進

平成12年（2000年）４月に地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する

法律が本格的に施行され、地方分権社会の幕が開きました。

本市ではそれに先立ち、平成７年（1995年）９月から地方分権推進検討委員会を設

置し、地方分権の推進を前提として、日治体としての政策能力を高める方策や、国・

府・市の権限と役割、さらに財源のあり方等について庁内的な研究検討を進めました。

平成１０年（1998年）から、人阪府による大阪版地力分権の推進に基づき、障害者の

日常生活用具や楠装具の給付事務を市で行いました。
謎

また、人l｣20刀人以上の目１h体に一定の権限をまとめて委譲する特例市iiI度が新た

に創設されたことに伴い、本市においても平成13年（2001年）４月より特例市に移行

されるよう準備を進めています。

囹庁内情報化の推進

全庁的な情報基盤を確立し、財務関連事務の効率化・迅速化・省力化・標準化を図

るため、平成９年（1997年）９月より財務会計オンラインシステムを導入しています。

また、平成12年（2000年）４)]より税情報の共有化・一元化による事務の効率化・

迅速化を|到るため、税情報オンラインシステムを導入しました。

囹行政改革の推進

スリムで、効率的な行政の確立に取り組むため、行政全般にわたる見直しと改革の

あり方について、また、行政改γlfの指針として、平成８年（1996年）１２月に行政改革

大綱を策定しました。平成９年（1997年）５月には、この大綱に掲げた施策の具体的

な進め方を示した行政改革推進実施計両を策定しました。

事務事業の行政全般にわたる兄直しと改革の方向性を明らかにする目的で、平成１０
蕊

年（1998年）１１月|こ事務事業再構築プランを策定し、平成12年度（2000年）から事務

事業評価システムの本格的な導入に着手しました。

芋３
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余市民参加の推進

］|j政へのIlj氏参llllについては､第４次総合i;hllIi策定過程において､ﾄﾞ成10年(1998年）

７Ⅱよ1)まちづくりiljh(Ni)|:究会を募集し、新たな総合iillmiへの政策|雌iiPを求めました。

また、保健ｲ冊祉沸縦会lliliIi時委員、総合計画審議会委ｌｉ、y]女共'11参lllli検,il･黍1Jについ

て委員の７１丁比公募を行いました。

平成９年（1997年）７月には、養父元町公園盤Iilliにおいてワークショップ方式を導

入し、市民自らによる公園づくりに取り組み、平成11年（1999年）５）]に供用を開始

しました。

平成11年（1999年）３月に策定した「緑の基本計1111i」においては、計Illli策定段階で

「市民ワーキング」を組織し、市民の具体的な提言を計iiiiに生かしました。

また、（仮称）南部社会教育施設の基本設計にあたっては、平成１２年（2000年）２

１１から12)]にかけてワークショップを開催し、市民とともに検討を進めています〔

》
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｢基本計画一

＄第３章基本計画策定の背景 ，3章

第１節将来推計人口

本市の将来推計人口については、住民基本台帳を基に、外国人人口の動|【0，住宅開発に
燕

おける開発人口を加味し、コーホート要因法Ｉこより推計を行いました。

その結果、本市の将来人口は、平成17年（2005年）では約41万７，０００人、そして、基本

計画の目標年度である平成22年（2010ｲﾄﾞ）では約42万3,000人になると想定されます。

その後、人口は平成25年（2013年)、約42万4,000人をピークに減少し、平成40年（2028

年）では約40万3,000人になると想定されます。

年齢別の推計では、平成22年（2010年）には高齢化率が19.3％となり、超高齢社会の到

来が予測されます。

地域別の推計では中部地域、北部地域、南部地域では減少、１－|｣東部地域では増加、それ

以外の地域では横ばい傾lf1jが予測されます。

平成i0年(1998年： 平成１７年（2005年：
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＜地域別将来推計人口＞
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I基本計画一

第２節広域計画及び関連計画

【広域計画】

総合計ll11iは、都｢1丁計i'KIiマスタープラン等本市のすべての計ｉ１１ｌｉの離水となるものです。

また、lxlo人阪府等の広域計画との調整を図っていく必要があります。

〃２１世紀の国土のグランドデザイン

（平成１０年（1998年）３月）

全|:i【|総合ｌｌＩｉｌ苑計画は、国土総合開発法に基づく｢iE1上づくりの指針となる計画です。

１A成10年（'998年）３月に策定された計l111iでは、地球時代、人||減少・高齢化時代、

，(;Ｉｊ度ｌ１ｌｉ報化時代の到来など、大きな時代の転換j-UIを迎えるなかで、現在の－極一軸型

の|]｛I士榊造から多jlilll型の国土構造への蛎換を反期構想とする「21111:紀の国土のグラン

ドデザイン」が提示されています。

また、｜]標年次2010-15年までの計画期間中に「''１立の促進」をはじめとする５つ

の基本的課題を設定し、基本的課題の達成に向け、「多｢|然Ｉ#住地域の創造」「地域連

携jliIl1の腿開」など４つの戦略を推進していくものとされています。

〃大阪の再生・元気倍増プラン「大阪２１世紀の総合計画」

（平成12年（2001年）１２月）

府民をはじめ、企業、ＮＰＯ、行政などが、一緒になって大阪づくりをすすめてい

くための共通の目標と、その実現のための基本的な考え方を示しています。

大阪の将来像として「大阪の再生・元気倍増」：人阪のilliljやj砿業などが再生し、

大阪に集い、くらす誰もが夢をもち、夢をかなえる元気あふれる大阪づくりとして、

さらに６つの具体|'ｌｉな将来像を以下のように定めています。

「人が行てる大阪」「人が集い、文化が花開く大阪」「安心であたたかいくらしの大

阪」「澱境と調和した、安全なくらしの大阪」「産業を育てる元気な都ＴＩ丁・大阪」「多

彩な活動の郷台となる都市・大阪’

／新北河内地域広域行政圏計画2000年代の指針

（平成13年（2001年）２月）

北iilllﾉl地域の一体化・ネットワーク化及び周辺地域との連携強化や、北河内地域の

将来像を明確にするグランドプランを示すため、北河内７)|｢による|上河内内広域行政

推進協議会によって、平成３年（1991年）11月に「定住と交流の脚律都市」を理念と

して揚げ、新北河内広域行政圏計画が策定されました。本計ii1Iiの枠組み・内容を継続

しながら、2000年代において、重点的に取り組むべき施策内容を幣耶し、広域行政の

実質的な推進を|叉|るため、平成13年（2001年）２月に「新｣上illll人|地域広域行政圏計但ｉ

2000年代の指針｜が策定されました。

ｷﾞフ



｢基本計画」

【実施計画と分野別関連行政計画等】
基本計画は、基本構想に基づき本市のめざすまちの姿を実現するために、今後の行

政運営の基本的指針となると同時に、市民、４ｲﾄﾞ業粁と行政が協動してまちづくりを進

めていくための||標と取り組みの方向を指し示すものです。

基本計画に基づき行政が具体的に展開する施策については、その時々の財政状況等

を踏まえて施策の優先順位を判断し、施策の手法、規模・内容、時期等を具体化する

実現可能性の高い行政行動計画である実施計imiを策定し、事業の推進を図ります。実

施計l剛は３年間の計imiとします。

また、社会情勢の変化やさまざまな市民ニーズに対応するため、本Ｔｌ丁でも、行政の

各分野でさまざまな分』11ＵＩの行政計両を策定しています。これらの分野別↑｣冒政計画は、

それぞれの行政分野において本市がめざすべき〃|(Ｉ性やそれを実現するための具体的

な施策、およびその体系を示すものであり、韮本計画や実施計画を各分野において具

体化するものです。

今後、基本計画の進捗状U2を把握し、新たな課題の整理にあたっては、基本計画と

これらの分野別関連行政計両との整合性について｜-分配慮するものとします。

基本１ 絹

ざす,まちの姿と基本 標）(め

分
野
別
関
連
行
政
計
画

基本計画 低
㈲

Ⅱ標と取り組みの方

江
実施計画

(基本計画に蜂づく３年間の中期計画）

ｴバ

、
実施計画

(基本計画に基づく３年間の中期計画）



｢基本計画’ 唾A五AⅡ1k.愈

委一FＸ」

第３節市民意向

○市民意識調査

基本計画の策定にあたって、市１人]に在住する満20歳以上の市民4,960人を対象に、

まちづくりに関する意識や市に対する評価などを把握するため、アンケート調査を実

施しました。

本市での永住意ｌｌＩをみると、全体の８割以上が'１j内に永住したいとの恩li0を持って

います：

年代別にみたところ、年代が上がるにつれｌｌｊＷ永住意向の割合が高くなる価IihIがみ

られます。また、他Iljへ移りたいと思っている人の割合が最も高いのは20歳代

(12.7％）となっています「

西への永住意向（市民）

、

Ｂ
猟
蜀
以
卜

他市へ移りたい
Ｒ０％

い
い

も
な

燃瞬峰住み続けたい

3,4％

市への永住意向（年代別）

0９ ２０％ ４０％ ６０％ 510]iｉ lOOVn

20歳代

Ｎ＝５１，
２Ｍ％ ４５８％ 7.8%’’127も’’113％ Ｉ、可

30歳代
Ｎ＝4８１

20.296 46.81ｂ １１２％’’９．６９６１１１１`隅 、ＦＩＨ

40歳代
Ｎ＝５１４ '0醜｜函M'’0,`’25.9％ 46,7961 Ｏ６ｖｆ

５０歳代

Ｎ=711

６０歳代
Ｎ=454

70歳以上
Ｎ＝2９４

麺|`鵬’３５．０％ 44.0路 １４Ｗ５７１Ｗ

i彌幽墜丁４７－８兜 ３ａ８％ Ｉ１９ｉ

。Ｒ畠４２０：

鮓鑛Ｉ53.7亀 ３２７藍 ｌ４Ｅｈ

20葛

□市内で他に移りたい

Ｅ無回答

■住み続けたい

■他市へ移りたい

。いまは移る気がない

□わからない

Ｊ，

函’… ｜爪瞬｜函い』Ⅱ

｜川蝋｜函ｍＬｉ輕 麺

函〕…１ ’'0鱗`１噸回

函鱒'Ｉ配匝圃 ｜鼠鱗|i麺‘鱸'１

１驍|門… EZHEE3I

４８鳧42階’

１…】 小､[」…

２rO労

麺ｉ鍵４４０賂’5296|扉iW169鵠’

麺輕Ｉ

４８畠４２％

，５３７亀’１３２７兎｜，’5-4%



｢基本計画」

また、現在の厳しいⅡｵ政状況のなかで、特に急いで取り組むべき政策分野には「地

域環境の保全」や「↑Iii社・医療の充実」を選択した人が最も多く、次いで「１１丁街地轤

備（都市基盤）の充実」を選択した人が続いています。

市の優先政策分野（市民）

地域環境の保全

福祉･医療の充実

市街地整備(都市基盤)の充実

教育の振興

産業基盤の充実

文化の振興

商業･サービス･観光業の振興

無回答

79.49(

7669（

'６ L３Ｗ

nIlPlI

0％’０％４０．日６０％８０％１００乱

○学生意識調査

まちづくりへの意識や、市に対する評価、今後のまちづくりに対しての学生の求め

ることを把握するため、市内の６大学と11高等学校の在学生のうち2,210人を対象に

アンケート調査を実施しました。

本市への永住意lfIをみると、住みたいと思う学生は12.3％と低い割合になっていま

す。

住むまちを選ぶⅡ『の条件としては、「買い物などのロ常生活の利便性｣、「交通の便

利さ（鉄道)｣、「職iザ・振動・悪臭などの公害の有無」が重要と考えている学生の割

合が多くなっています。

市への居住意向（学生）

居住選択条件（学生）に
い

壼理 やや重要

771％ …Lui｣

齋
篶

日幣生活の利便性

交通の便利さ（鉄道）

公害の有無

遊びの場がある

地域の自然や住宅環境

交通の便利さ（自動車等）

買い物・食事の店が多い

》 密一》癖
》癖、

●

脇２０％４０％６０％８０iｂｌＯＯＨ

JＣ

53.3％

￣268％

￣1153％

＝13.4％

＝11,2％

回3.5％

79.4％

766％



｢基本計画一

「枚方市に住みたいと思う」と回答した人（272人）に対してその理由をたずねた

ところ、「親しい人が近くに住んでいるから」が37.1％で雌も高く、次いで「枚方市

が好きだから」（21.3％)、「家族と住んでいるから」（20.2％）となっています。

また「枚方市に住みたいと思わない」と回答した人（1,019人）に対してその理巾

をたずねたところ、「家族が別のまちに住んでいるから」が27.0％で段も高く、以下、

「その他」（27.1％)、「枚方市が好きでないから」（24.0％）と続いています。

枚方市に住みたい理由 枚方市に住みたくない理庄

無回答

０５％無回答

その他00％

引っ越す

のが面偶

だから

１０７％

○まちづくり市民研究会

2111t紀の本市のめざすべき方向性や地域づく})のあ1)ノハまた、各種行政施策に関

する榊想または計iiliiを｢hに提案することをめざして、平成]Oｲ1２（1998年）７)]、市民

が｢'１２的に迎営研究するためのグループを.まちづく｛)[IjLCDr究会”として募集した

ところ、１７聞体が登録され、そのうち15団体から「政策提汽」が寄せられました。

それらの提言については、平成1]年（1999年）５）IlMIli:の「まちづく1)市民研究会

嶽録lJl体政策提言発表会」において発表が行われました。

○市民意見の公募等

これからのまちづく１７やさまざまな施策は行政だけで進めるのではなく、市民と行

政が協力することが必要であることから、計画段階から'|j民意兄を募集するなど多様

な1J比参力11を促進しました。

IljLC意兄については、まちづく1〕市民研究会の提言とあわせて意見を募集しました。

また、基本構想試案、基本計両試案のそれぞれの策定時においても、郵便やファッ

クスなどで、それらの意見を募集しました〔

さらに、基本計画試案策定後、平成12年（2000年）９川にIlj民の総合計画に関する

情報公開と意見聴取の一環として、また総合計iHii策定プロセスへの市民参加の手法と
H3P

して、’１J内`１カ所の公民館等において、ポスターセッションを行い、第４次枚方市総

合計ll11iJil鼻木計ｌｌＩ１ｉの資料等の展示や｢廿民の意見聴取を行いました。

これらの取り組みにより頂いたご意見等については、総合Iil1lIliの策定の各段階や、

総合,inl1Ii`if議会の議論において、計画に取I)入れられるものについては取り入れてき

ました。

ﾗノ



乳．ｉｗＡ、 ｢基本計画」

（ ）第４章基本計画の位置付けと策定の視点

第１節基本計画の位置付け

1．基本計画の実現主体

この基本計画は、市民や地域のコミュニティ・ＮＰＯなどさまざまな市民組織、事業

者、そして行政がともに考え、行動して、実現することをめざすもので、計画の実現主

体は、「枚方市に住み・li1iUき・学ぶすべての人々（私たち)」です。私たちは、水１１丁にか

かわるすべての人と|』U係,磯ＩＲＩとの協働によ()、iiI111liの実｣〕,lを|更lります｡

[総合計画を実現する主体］

･働き.学ぶすべて

、
】

ｌ（地域コミュニティ、

牙Ｚ



｢基本計画」

２．枚方市がめざすまちの姿

私たちのまち・枚ﾉjの持続的な発展とTl丁民生１１１の|(リヒを実現するためには、先人が培

ってきた地域の歴史や文化を愛し、お互いをｊＩｌｆ正し、支え合う社会を育むとともに、自

然環境の恵みを次世代へ受け継ぐことが求められています。また、常に新たな価値の創

造に努め、生きH君とした輝きを発し続けることが必要です。

人と人、人とＩと1然、人とまちの豊かな関わり合いのなかで、そうした営みを積み重ね、

心ときめく魅力あるまちをつくることは、私たちのめざすまちの将来の像であり、また、

私たちの日々の行nlll棉針でもあります。

そこで基本構想では、私たちがめざす「まちの姿」を「出会い・学びあい。支えあい、

生きる喜びを創るまち、枚方」と定めています。

人「

屯：
｣会い.

Aびあい・

Zえあい、

びを

(し＞創るまち

枚方

￣
、

－－

自
然

ま
ち

ノ
’

－－

〕］



▲ ｢基本計画’

３．まちづくりの基本目標と取り組みの基本方向

基本計画は、基本W'；魁で定めた以下の「まちづくりの基本目標」と「取り細みの基本

方lfU」に基づいて、施策を体系化します。

(まちづくりの基本目標と取り組みの基本方向】

、
P

人と自然が共生する

環境保全のまち

「 、
○資源を循環させ環境を大切にするまちをつくる

○健康に生活できる安全な環境をつくる

○自然と仲よく暮らすまちをつくる
ノ

〆 、

、口

魅力にあふれ、

生き生きとした

まち

○魅力と活気にあふれる

まちをつくる

○集客交流がひろがるま

ちをつくる

○時代の変化に対応した

産業を興す

健康で心豊かな

自立と共生の

まち

○人が心豊かに共に生き

るまちをつくる

○人が健やかに自立して

暮らせるまちをつくる

ふれあい、学びあ

い、感動できる

まち

○自他を生かす力を持つ

子どもたちを育む

○学び続けるよろこびの

あるまちをつくる

○出会いをひろげ、心慰

かす文化の育つまちを

つくる

やすらぎのなか、

世代をつないで

住み続けるまち

○快適でやすらぎのある

まちをつくる

○「農」を守り、活かす

まちをつくる

○人にやさしく安全な交

通体系をつくる

』

■』

シ
匂

夕』且、Ｌ－ 、Ｌ
｣

、

みんなでつくる分権・市民参加のまち

○市民・事業者と行政の協働を推進する

○分権時代に対応した地方自治の拡充を図ろ

○男女の共同参画を進める

＆ ノ

！受－－－

-Ｗ



｢基本計画」

第２節基本計画策定の視点

基本計画では、次の４つの視点を重視しました｡

１．市民・事業者・行政による協働

地方分権一括法の制定により、多くのまちづく()にかかわる問題が私たちの｢]己決定

に委ねられることにな1)ました。この場合の自己決定の主体は、同から権限を委譲され

た地方の行政ではなく私たち'1身であり、従来のような、まちづくりのすべてを行政が

}11うといった意識から脱却し、市民・事業肴・行政の三粁がそれぞれの役割と責任を担

いつつ、協働してまちづくりを進めていかなければなりません。

２．達成状況を明確にするための指標設定

市民・事業者・行政の協lijiljによるまちづくりを効果的に進めていくためには、それが

「何のために行われるのか」という実現すべき目標を設定し、その効果を測る基準を明

確にすることが必要です。

また、可能な限り量的に評価可能で、具体的なわかりやすい指標を設定することによ

り、市民・事業者のまちづくりへの主体的な参加を促し、それぞれの主体的な取り組み

を一層効果的なものにすると期待されます。

そこで、本基本計画においては、まちづくりにかかわる政策・施策についての砿点的

な指標とその考え方を例示します。指標の整,術、現況・達成度の調査、具体的な１－|標数

IiI1【の設定、政策評価・施策評Iilli手法の確立等については、市民参加による検討組織等を

設置し、速やかに具体化を|測ることが必要です。

３．行政評価システムとの連携

従来の行政述営には、施策の計画や実施のプロセスがあっても、施策の効果や政策日

的の達成度合を評価するプロセスが制度として明確に確立できていませんでした。

しかし、従来のような右府上がりの税収等を期待できない今|F1の社会経済状況を踏ま

えれば、今後、評I111iのプロセスを行政運営の管理サイクルに組み込むことなく公共サー

ビスを実施していくことは1M《し〈、行政評(Iliシステムを櫛築することが不ⅡJ欠となって

います。

そこで、基本計ｌＨ１ｉの実効性を高め、健全な財政状況を維持しながら効果的な施策腿開

を行うために、基本計両の進行管理において行政評価システムとの連携を図る必要があ

ります。

5５



｢基本計画’

４．施策の総合的・一体的な推進

私たちがめざすまちの姿である「出会い・学びあい。支えあい、生きる喜びを創るま

ち、枚方」を実現するためには、６つの基本目標に基づく関連施策間の連携に留意して

総合的、一体的な取り組みを進め、より効果的なまちづくりを追求することが重要です。

lil時に、施策腿lMjにおいて必要な中核的機能整備と、よりきめ細かく施策効果を発|:lliさ

せる機能塾Iilliの整合性を確保することが璽要となります。

5６


